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福島第一原子力発電所事故に関する新聞報道 8年間の研究
── 住民の健康被害に対する影響について ──

生田目　学　文・春　川　美土里

要旨 : 本稿は，2011年 3月 11日に発生した東日本大震災によって起きた東京電力福島第
一原子力発電所事故の報道に関する論考である。朝日新聞と読売新聞は世界でも屈指の発
行部数を誇り，日本の世論形成に大きな影響力を持つマスメディアであるが，原子力発電
については前者が脱原発，後者が維持・推進を主張している。この立場の相違が報道の違
いに現れるのではないかという仮説に基づき，事故発生以来 8年間激しい論争の的になっ
てきた放射能の健康への影響についての報道を比較・分析した。その結果，記事件数は時
間の経過に伴い全国規模で両紙ともに減少していた。朝日は特集記事において幼い子を持
つ母親などの声を報じるなど，一般住民の健康影響への素朴な不安を取り上げる傾向があ
り，個人に寄り添う記事が多くを占めた。読売には報道記事が多い傾向があり，解説を通
じて被曝の問題に対する正しい理解をもとに経済的に被災地復興に向けて進む方向性を示
すという姿勢を読み取ることができた。放射線による健康不安を感じる必要はないとする
専門家の声を多く取り上げ，むしろストレス等による生活習慣病等のリスクを報じた。朝
日は脱原発の立場と健康被害に関するこれまでの報道との関連性を強く結びつけるものは
なかったが，読売が踏み込んだ議論を行うのは震災後も原発維持・推進の立場であること
と無関係ではないと推察されることが，8年間の研究結果を通して再確認された。

キーワード : 福島，原発，健康

I.　は　じ　め　に

2011年 3月 11日に発生した東日本大震災からおよそ 9年の月日が経過した。しかしながら，

避難生活を余儀なくされている人々は，2019年 9月 6日現在においても全国 47都道府県に約 5

万人も存在している［1］。その多くは東京電力福島第一原子力発電所の大事故（以下，福一事故

と記す）による放射能汚染を逃れるためにふるさとを離れざるを得なかった人々である。福一事

故で大量に放出された放射性物質による低線量被曝の健康に対する影響については，未だに専門

家の間でも意見が分かれている。被曝の健康影響はあるのか，ないのか，その評価の違いによっ

て避難している住民の帰還，除染，原発労働者支援，避難者支援についての議論が分かれ，福一

事故の被災者たちは振り回され，分断されてきた。インターネットとソーシャルネットワーキン

グサービス（SNS）の急速な普及により，私たちを取り巻く情報の量は爆発的に増加する一方，

多様化するその情報の質は様々で，悪意に満ちた嘘やいわゆるフェイクニュースが出回るなど混

乱の元となることも増えている。このような状況において，メディアの果たす役割はますます重

要になってきている。
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本稿は世界でも屈指の発行部数を誇り，日本の世論形成に大きな影響力を持つマスメディアで

あると同時に，原子力発電の問題について相対する立場にある朝日新聞と読売新聞を比較する。

脱原発を主張する朝日新聞と，原発の再稼働を支持する読売新聞とでは，福一事故による放射能

の健康への影響についての報道に差があるのではないか，という仮説に基づき，筆者はこれまで

事故からの 1年間，3年間，そして 5年間の検証を行った 3本の論文を発表してきた［2］［3］［4］。

これらの成果を踏まえ，本稿は福一事故から 8年間の報道について分析するものである。原発に

関する新聞報道については，原子力報道のマスメディア間の相互作用を分析したもの［5］，「フ

クシマ」というカタカナ表記にまつわるもの［6］，内部被曝について福島県の地元紙と全国紙の

報道を比較したもの［7］等の研究があるが，本稿のような 8年間に及ぶ継続的な調査データの

蓄積，そして脱原発と原発推進の立場の違いという視点から健康被害に関する両紙の報道を分析

した，量的・質的に厳格かつ詳細な調査分析はなく，本論考の研究史的な意義も大きなものであ

ると考える。本稿は第一に，両紙の取り上げる福一事故による健康被害に関する報道を定量的に

分析することにより，その傾向及び特徴を明らかにする。第二に，両紙の記事内容を定性的・質

的に分析し，住民の健康被害に関する両紙の見解ならびに報道姿勢について考察する。最後に，

報道による情報の受け手である私たちが，低線量被曝の健康影響についていかにして正しく理解

し，行動することができるかを論ずる。以上が本研究の目的である。

II.　研　究　方　法

朝日新聞記事データベース「聞蔵 IIビジュアル」及び読売新聞記事データベース「ヨミダス

歴史館」の検索システムを用いて「福島」「原発」「健康」の 3つのキーワードを含む記事を検索

し，東日本大震災発生当日の 2011年 3月 11日から 2019年 3月 10日まで 8年間の記事を抽出

した。全国版ならびに地方版すべての記事を検索した結果，7,152件（朝日 4,291件，読売 2,861

件）がヒットし，そのうち福島第一原子力発電所事故による放射能の健康被害に関連する記事

1,769件（朝日 1,013件，読売 756件）を分析対象とした。調査内容は，記事の基本属性 8項目（掲

載日，規模，紙面の種類，記事の種類，写真有無，図表有無，頁，字数）である。紙面の種類に

ついては，表記の仕方の異なる両紙の紙面名を整理し，これらを 15種類に分類した。記事の種

類については，島崎らの研究［8］を参考に 6種類に分類した。

定量的側面については，各項目についての単純集計を行い，両紙の傾向を確認した。記事が掲

載された時期については，震災発生から 1年目（2011年 3月 11日から 2012年 3月 10日まで :

以下「1年目」），震災発生から 2年目（2012年 3月 11日から 2013年 3月 10日まで : 以下「2

年目」），震災発生から 3年目（2013年 3月 11日から 2014年 3月 10日まで : 以下「3年目」），

震災発生から 4年目（2014年 3月 11日から 2015年 3月 10日まで : 以下「4年目」），震災発生

から 5年目（2015年 3月 11日から 2016年 3月 10日まで : 以下「5年目」），震災発生から 6年
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目（2016年 3月 11日から 2017年 3月 10日まで : 以下「6年目」），震災発生から 7年目（2017

年 3月 11日から 2018年 3月 10日まで : 以下「7年目」），震災発生から 8年目（2018年 3月 11

日から 2019年 3月 10日まで : 以下「8年目」）として掲載日を 8つに区分している。

III.　研究結果についての定量的な分析・考察

朝日新聞ならびに読売新聞の福一事故による住民の健康被害に対する影響に関する記事を定量

的側面から検討した結果，以下の知見が得られた。ここでは 8年間の結果と併せ，特にこれまで

発表してきた論文の後の「6年目」以降の特徴について確認したい。

まず，記事件数の 8年間の変遷をみると 8年を通して朝日新聞の件数がやや上回る結果であっ

た（図 1）。両紙とも，記事数全体の 5～6割が「1年目」に集中しており，「2年目」には大幅に

減少，「3年目」以降はほぼ横ばいで推移し，「8年目」では両紙とも年間で 20件程度の記事数と

なっている。年によって若干件数の差はみられるものの，8年間を通して両紙の記事件数の変遷

はおおむね同様の傾向であった。

次に，記事の基本属性結果を表に示す（表 1）。8年間の記事総数は，朝日新聞が 1,013件，読

売新聞が 756件であり，朝日新聞が 200件余り上回る結果であった。

記事の規模では，朝日新聞が「全国版」519件（51.2%），「地方版」494件（48.8%），読売新

聞が「全国版」375件（49.6%），「地方版」381件（50.4%）と，両紙とも「全国版」と「地方版」

が約半数程度の割合であった。一方，掲載時期別にみると，「全国版」に掲載された記事は，両

紙とも「2年目」を除いて 4～5割程度で推移しているが，「6年目」以降は「地方版」が 7割を

超えており，「全国版」での掲載は減少している（図 2）。特に，読売新聞の「全国版」での掲載

は「4年目」で 26件（57.8%）あったが，その後は減少傾向にあり「8年目」では 1件（6.7%）

とその割合が大きく減っていることがわかる。掲載された紙面の種類についても，「地方」面で

の掲載が最も多く，朝日新聞が 494件（48.8%），読売新聞が 381件（50.4%）と両紙とも全体の

約半数を占めており，そのうち半数以上は福島県内の紙面であった。両紙に共通する傾向として，

時期が経過するにつれて，全国規模で取り上げられる記事数は減少し，その地域の読者の関心に

図 1　記事件数の変遷



100 東北福祉大学研究紀要　第 44巻

表 1　記事の基本属性

朝日新聞（n=1,013） 読売新聞（n=756）

掲載時期 2011.3.11～2012.3.10 553（54.6%） 506（66.9%）
2012.3.11～2013.3.10 112（11.1%） 64（8.5%）
2013.3.11～2014.3.10 53（5.2%） 43（5.7%）
2014.3.11～2015.3.10 104（10.3%） 45（6.0%）
2015.3.11～2016.3.10 69（6.8%） 33（4.4%）
2016.3.11～2017.3.10 67（6.6%） 22（2.9%）
2017.3.11～2018.3.10 34（3.4%） 28（3.7%）
2018.3.11～2019.3.10 21（2.1%） 15（2.0%）

規模 全国版 519（51.2%） 375（49.6%）
地方版 494（48.8%） 381（50.4%）

紙面の種類 一面（1総合） 55（5.4%） 47（6.2%）
二面（2総合） 62（6.1%） 23（3.0%）
三面（3総合） 68（6.7%） 36（4.8%）
その他総合 50（4.9%） 0（0.0%）
国際 0（0.0%） 2（0.3%）
経済 0（0.0%） 4（0.5%）
オピニオン（主張・解説） 57（5.6%） 18（2.4%）
生活（医療・教育・健康） 15（1.5%） 26（3.4%）
社会 154（15.2%） 172（22.8%）
環境 3（0.3%） 2（0.3%）
科学 7（0.7%） 5（0.7%）
特集 30（3.0%） 38（5.0%）
号外・特設 13（1.3%） 1（0.1%）
地方 494（48.8%） 381（50.4%）
文化 5（0.5%） 1（0.1%）

記事の種類 報道記事 713（70.4%） 551（72.9%）
解説記事 31（3.1%） 60（7.9%）
特集記事（連載含む） 164（16.2%） 111（14.7%）
社説 23（2.3%） 21（2.8%）
コラム・オピニオン 82（8.1%） 12（1.6%）
その他 0（0.0%） 1（0.1%）

写真有無 写真あり 374（36.9%） 304（40.2%）
写真なし 639（63.1%） 452（59.8%）

図表有無 図表あり 227（22.4%） 225（29.8%）
図表なし 786（77.6%） 531（70.2%）

文字数（平均） 1,109（±1,026） 1,017（±901）
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合わせた地域性のある記事が中心になってきていると言える。

記事の種類では「報道記事」が最も多く，朝日新聞が 713件（70.4%），読売新聞が 551件（72.9%）

と両紙とも 7割以上を占めていた。記事の種類については，各紙掲載時期別に見ていく（表 2，

表 3）。読売新聞の「報道記事」は 5～7割程度で推移しているが，「6年目」以降は 8割を超えて

おり，解説や特集，コラム・オピニオン等の内容はわずかな件数しか見られなかった。また，記

事における写真や図表の有無について，「6年目」以降「写真あり」の記事数は減っているが，「図

表あり」の記事数は，件数は少ないもののその割合は増えていた。よって，読売新聞においては，

「6年目」以降全体の記事数自体が少なくなっているが，その内容は事実報道が中心であり，客

観的データを示すために図表を用いて説明する内容が含まれていると考えられる。

一方，朝日新聞の「6年目」以降では「報道記事」が 6～7割と最も多く，次いで「特集記事」

も 2～3割程度で推移しており，「報道記事」と「特集記事」が約 9割を占めている。「特集記事」

については，その多くは掲載日が 3月であった。5年間の分析［4］では，朝日新聞の方が読売

新聞より「コラム・オピニオン」に分類される記事の割合が高いことを指摘した。8年間を通し

て「コラム・オピニオン」がわずかしかみられない読売新聞と比較すると，朝日新聞では 1割程

度で推移している。しかし，「4年目」の 19件（18.3%）をピークに減少傾向にあり，「7年目」

では 3件（8.8%），「8年目」では 1件（4.8%）であった。朝日新聞においては「6年目」以降，

原発事故による健康被害に関する個人の意見や主張等を取り上げる「コラム・オピニオン」に分

類される記事は減っており，事実報道や震災から節目の時期にみられる連載，個人のインタビュー

等の体験を含めた特集の記事が中心になっていった。

震災から時期が経過するにつれて，両紙とも記事件数が減り，数量的な面だけでの比較では各

紙の特徴が示しにくくなっている。今後は属性の集計と併せて，記事内容を数量的に把握するよ

うな分析も検討していく必要があるだろう。

図 2　記事の規模（全国版・地方版）の推移
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44
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0.

0%
）

1（
2.

3%
）

0（
0.
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）
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）
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）
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）
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0.
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0.
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0.
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0.
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1（
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）

4（
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3（
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7%
）

3（
9.
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）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.
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）

生
活
（
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療
・
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康
）

18
（

3.
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）

1（
1.
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）

0（
0.

0%
）

1（
2.
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）

3（
9.

1%
）
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）
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（

35
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）

7（
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%
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%
）

2（
7.

1%
）

1（
6.

7%
）

環
境

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

2（
4.
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）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）
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学

1（
0.
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）

1（
1.
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）

0（
0.

0%
）

1（
2.

2%
）

1（
3.

0%
）

1（
4.

5%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）
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集

24
（

4.
7%
）

4（
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）

8（
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%
）

2（
4.

4%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

号
外
・
特
設

1（
0.

2%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

地
方

23
0（

45
.5

%
）

43
（

67
.2

%
）

20
（

46
.5

%
）

19
（

42
.2

%
）

16
（

48
.5

%
）

16
（

72
.7

%
）

23
（

82
.1

%
）

14
（

93
.3

%
）

文
化

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

1（
2.

2%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

記
事
の
種
類

 
報
道
記
事

37
8（

74
.7

%
）

40
（

62
.5

%
）

25
（

58
.1

%
）

34
（

75
.6

%
）

17
（

51
.5

%
）

19
（

86
.4

%
）

23
（

82
.1

%
）

15
（

10
0.

0%
）

解
説
記
事

46
（

9.
1%
）

5（
7.

8%
）

7（
16

.3
%
）

2（
4.

4%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

特
集
記
事
（
連
載
含
む
）

64
（

12
.6

%
）

17
（

26
.6

%
）

8（
18

.6
%
）

6（
13

.3
%
）

10
（

30
.3

%
）

3（
13

.6
%
）

3（
10

.7
%
）

0（
0.

0%
）

社
説

14
（

2.
8%
）

1（
1.

6%
）

1（
2.

3%
）

1（
2.

2%
）

2（
6.

1%
）

0（
0.

0%
）

2（
7.

1%
）

0（
0.

0%
）

コ
ラ
ム
・
オ
ピ
ニ
オ
ン

3（
0.

6%
）

1（
1.

6%
）

2（
4.

7%
）

2（
4.

4%
）

4（
12

.1
%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

そ
の
他

1（
0.

2%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

写
真
有
無

写
真
あ
り

19
8（

39
.1

%
）

34
（

53
.1

%
）

18
（

41
.9

%
）

18
（

40
.0

%
）

20
（

60
.6

%
）

6（
27

.3
%
）

7（
25

.0
%
）

3（
20

.0
%
）

写
真
な
し

30
8（

60
.9

%
）

30
（

46
.9

%
）

25
（

58
.1

%
）

27
（

60
.0

%
）

13
（

39
.4

%
）

16
（

72
.7

%
）

21
（

75
.0

%
）

12
（

80
.0

%
）

図
表
有
無

図
表
あ
り

15
4（

30
.4

%
）

18
（

28
.1

%
）

13
（

30
.2

%
）

8（
17

.8
%
）

11
（

33
.3

%
）

4（
18

.2
%
）

10
（

35
.7

%
）

7（
46

.7
%
）

図
表
な
し

35
2（

69
.6

%
）

46
（

71
.9

%
）

30
（

69
.8

%
）

37
（

82
.2

%
）

22
（

66
.7

%
）

18
（

81
.8

%
）

18
（

64
.3

%
）

8（
53

.3
%
）

文
字
数
（
平
均
）

1,
02

9.
8

1,
06

1.
5

1,
21

6.
2

91
6.

6
1,

03
0.

4
74

1
88

9.
4

74
5.
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表
3　
掲
載
時
期
別
に
み
た
記
事
の
基
本
属
性
比
較
（
朝
日
新
聞
）

1
年
目

2
年
目

3
年
目

4
年
目

5
年
目

6
年
目

7
年
目

8
年
目

朝
日
（

n=
55

3）
朝
日
（

n=
11

2）
朝
日
（

n=
53
）
朝
日
（

n=
10

4）
朝
日
（

n=
69
）

朝
日
（

n=
67
）

朝
日
（

n=
34
）

朝
日
（

n=
21
）

規
模

全
国
版

30
4（

55
.0

%
）

70
（

62
.5

%
）

30
（

56
.6

%
）

47
（

45
.2

%
）

39
（

56
.5

%
）

16
（

23
.9

%
）

8（
23

.5
%
）

5（
23

.8
%
）

地
方
版

24
9（

45
.0

%
）

42
（

37
.5

%
）

23
（

43
.4

%
）

57
（

54
.8

%
）

30
（

43
.5

%
）

51
（

76
.1

%
）

26
（

76
.5

%
）

16
（

76
.2

%
）

紙
面
の
種
類

 
一
面
（

1
総
合
）

36
（

6.
5%
）

10
（

8.
9%
）

7（
13

.2
%
）

1（
1.

0%
）

1（
1.

4%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

二
面
（

2
総
合
）

47
（

8.
5%
）

5（
4.

5%
）

2（
3.

8%
）

3（
2.

9%
）

4（
5.

8%
）

1（
1.

5%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

三
面
（

3
総
合
）

28
（

5.
1%
）

9（
8.

0%
）

3（
5.

7%
）

15
（

14
.4

%
）

13
（

18
.8

%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

そ
の
他
総
合

29
（

5.
2%
）

10
（

8.
9%
）

0（
0.

0%
）

5（
4.

8%
）

4（
5.

8%
）

1（
1.

5%
）

1（
2.

9%
）

0（
0.

0%
）

国
際

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

経
済

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

オ
ピ
ニ
オ
ン
（
主
張
・
解
説
）

23
（

4.
2%
）

13
（

11
.6

%
）

4（
7.

5%
）

9（
8.

7%
）

2（
2.

9%
）

3（
4.

5%
）

1（
2.

9%
）

2（
9.

5%
）

生
活
（
医
療
・
教
育
・
健
康
）

9（
1.

6%
）

3（
2.

7%
）

0（
0.

0%
）

1（
1.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

2（
5.

9%
）

0（
0.

0%
）

社
会

10
3（

18
.6

%
）

13
（

11
.6

%
）

9 （
17

.0
%
）

7（
6.

7%
）

10
（

14
.5

%
）

8（
11

.9
%
）

2（
5.

9%
）

2（
9.

5%
）

環
境

1（
0.

2%
）

0（
0.

0%
）

2（
3.

8%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

科
学

3（
0.

5%
）

2（
1.

8%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

2（
2.

9%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

特
集

14
（

2.
5%
）

4（
3.

6%
）

3（
5.

7%
）

4（
3.

8%
）

2（
2.

9%
）

1（
1.

5%
）

1（
2.

9%
）

1（
4.

8%
）

号
外
・
特
設

11
（

2.
0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

1（
1.

0%
）

1（
1.

4%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

地
方

24
9（

45
.0

%
）

42
（

37
.5

%
）

23
（

43
.4

%
）

57
（

54
.8

%
）

30
（

43
.5

%
）

51
（

76
.1

%
）

26
（

76
.5

%
）

16
（

76
.2

%
）

文
化

0（
0.

0%
）

1（
0.

9%
）

0（
0.

0%
）

1（
1.

0%
）

0（
0.

0%
）

2（
3.

0%
）

1（
2.

9%
）

0（
0.

0%
）

記
事
の
種
類

 
報
道
記
事

44
6（

80
.7

%
）

70
（

62
.5

%
）

37
（

69
.8

%
）

45
（

43
.3

%
）

35
（

50
.7

%
）

44
（

65
.7

%
）

21
（

61
.8

%
）

15
（

71
.4

%
）

解
説
記
事

18
（

3.
3%
）

5（
4.

5%
）

3（
5.

7%
）

2（
1.

9%
）

3（
4.

3%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

特
集
記
事
（
連
載
含
む
）

52
（

9.
4%
）

19
（

17
.0

%
）

8（
15

.1
%
）

37
（

35
.6

%
）

19
（

27
.5

%
）

15
（

22
.4

%
）

10
（

29
.4

%
）

4（
19

.0
%
）

社
説

17
（

3.
1%
）

2（
1.

8%
）

0（
0.

0%
）

1（
1.

0%
）

2（
2.

9%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

1（
4.

8%
）

コ
ラ
ム
・
オ
ピ
ニ
オ
ン

20
（

3.
6%
）

16
（

14
.3

%
）

5（
9.

4%
）

19
（

18
.3

%
）

10
（

14
.5

%
）

8（
11

.9
%
）

3（
8.

8%
）

1（
4.

8%
）

そ
の
他

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

0（
0.

0%
）

写
真
有
無

写
真
あ
り

16
0（

28
.9

%
）

39
（

34
.8

%
）

17
（

32
.1

%
）

64
（

61
.5

%
）

43
（

62
.3

%
）

26
（

38
.8

%
）

18
（

52
.9

%
）

7（
33

.3
%
）

写
真
な
し

39
3（

71
.1

%
）

73
（

65
.2

%
）

36
（

67
.9

%
）

40
（

38
.5

%
）

26
（

37
.7

%
）

41
（

61
.2

%
）

16
（

47
.1

%
）

14
（

66
.7

%
）

図
表
有
無

図
表
あ
り

15
3（

27
.7

%
）

22
（

19
.6

%
）

14
（

26
.4

%
）

16
（

15
.4

%
）

11
（

15
.9

%
）

5（
7.

5%
）

5（
14

.7
%
）

1（
4.

8%
）

図
表
な
し

40
0（

72
.3

%
）

90
（

80
.4

%
）

39
（

73
.6

%
）

88
（

84
.6

%
）

58
（

84
.1

%
）

62
（

92
.5

%
）

29
（

85
.3

%
）

20
（

95
.2

%
）

文
字
数
（
平
均
）

1,
10

0.
6

1,
14

6.
9

1,
15

9.
6

1,
23

7.
5

1,
14

9.
3
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2.

3
1,
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5.
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IV.　研究結果についての定性的な分析・考察

朝日新聞ならびに読売新聞の福一事故による住民の健康被害に対する影響に関する記事を定性

的側面から比較・分析した結果，以下の知見が得られた。

1.　朝日新聞と読売新聞の原発に対する基本的な立場

1953年国連総会におけるアイゼンハワー米大統領の「平和のための原子力」演説から原子力

の平和利用が動き出した 1950年代半ば，当時読売新聞社主であり日本テレビ会長でもあった正

力松太郎氏が米国に働きかけ，日本における原子力発電を誘致したと言われている。正力氏は

1956年に初代原子力委員会委員長を勤めて日本の原子力政策を推進し「原発の父」とも呼ばれ

ている。読売新聞は当初から一貫して原子力発電について積極的に推進の報道を行ってきた［9］。

一方，朝日新聞の原子力に関する見解は，過去 60年間で大きく変化した。当初は原子力利用

について肯定的に報じ，期待を示していたが，1979年の米スリーマイル島原子力発電所事故や

1986年のソ連チェルノブイリ原子力発電所事故を経て次第に抑制的な姿勢に転換した［10］。そ

して東日本大震災を受け，朝日新聞は「提言 原発ゼロ社会」と題した 2頁にわたる社説特集を

組み，社論として「脱原発」を掲げている［11］。

このように，両紙の間には日本の原子力政策に関して際立った立場と見解の相違があるため，

福一事故による放射能の健康への影響についての報道に差が生じるのではないだろうか。以上の

仮説を立て，筆者は検証を行ってきた［2］［3］［4］。

2.　朝日新聞と読売新聞の福一事故報道の検証

1）　福一事故直後の報道

福一事故直後の 2011年 3月 13日，読売新聞は社説において原発事故対応に関して避難を強い

られた住民の不安や不便な生活への配慮を示す一方で，住民や作業員の健康被害についての言及

がなかった［12］。これに対し，同日の朝日新聞社説は冒頭に「住民の安全が第一だ」と対応を

促した点は顕著な相違点であった［13］。事故直後，両紙ともに放射能汚染の危険性にまつわる

評価については非常に慎重な報道姿勢であった。ほとんどの記事が政府や専門家の言葉を引用し，

被曝について政府・自治体・東京電力・専門家らによる「直ちに健康に影響はない」という見解

を伝え，冷静に対応するよう促していた。しかしながら，ほどなく両紙の記事の内容に違いが現

れ，それは年月を経るごとに次第に明確になっていった。

事故後間もなく，朝日はセシウム 137などによる低線量被曝の中長期的な影響に対する懸念も

簡潔ではあるが併記するようになった。3月 21日，朝日は専門家による「すぐに健康に影響が

出るわけではないが，汚染は確実に進んでいる。」という声を紹介した［14］。10月 21日には，

原発の「安全神話」が主流だった時代から一貫して原発の危険性を訴え続け，放射能汚染に対す
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るリスクを率直に伝えようとする「熊取 6人組」と呼ばれる京都大学原子炉実験所の研究者たち

を取り上げた［15］。読売は「直ちに健康への影響なし」という報道を続け，住民に広がる不安

やストレスによる影響の側面を強調し，日本の社会経済全体に与える損害への懸念を示すことが

増えた。2012年 1月 10日には，被曝した作業員の不妊やがんの不安に対して若い産業医が「デー

タを確認した上で『今の数値なら，喫煙でがんになる確率の方が高いですよ』と，わかりやすい

説明を心がけている」という言葉を紹介している［16］。

事故後の政府や東京電力の対応について，社説をはじめ両紙ともに疑問を呈したり課題を指摘

したりということはあったものの，辛辣に批判するということはなく，非常に抑制された姿勢で

あった。しかし，読売の投書面には条件にヒットする意見が事故後 1年間を通じてなかったのに

対し，朝日は「低線量被曝のモルモットにされているのではないか」という福島市の高等学校教

員の訴え［17］をはじめ「声」欄において一般の人々の放射線による健康被害についての不満を

8回にわたって掲載した。

2）　「被曝隠し」問題

両紙の報道に顕著な差が見られたのは，「2年目」2012年 7月に発覚した福一事故発災時及び

その後の作業員の「被曝隠し」の問題であった。朝日はこれを大きく報道したが，読売は「健康

被害」という視点からはまったく報道しなかった。朝日はまず 7月 21日に東京電力の下請会社

が作業員に対して放射線の線量計に鉛のカバーで覆う指示を出していたと報じた［18］。8月 6

日には 1面等で福一作業員が線量計を身に付けずに現場の作業を行っていたなどの実態について

具体的な証言を集め，福一事故前から原発作業員の被曝隠しが各地で横行していた事実を伝えた

［19］。その背景には累積被曝線量が一定を超えると失業してしまうという作業員側の事情と，下

請の多重構造と杜撰な管理による無責任な企業側の体制があるということが浮き彫りになった。

朝日はこの事態を繰り返し大きく取り上げ［20］，11月 3日には福島の地方面で「高線量を浴び

せられて使い捨てか」と悔しがる作業員の告発を報じた［21］。

朝日に比べ読売は多数の内外の専門家の声を積極的に伝えた。「正しく怖がる」（山下俊一・長

崎大学理事・副学長兼福島県立医科大学副学長）［22］という言葉に代表されるように，放射線

による低線量被曝について科学的に正しい情報を正しく理解することの重要性を取り上げた。ま

た地方で開催される講演会等を地方版において紹介し［23］，読売自身も長野県でフォーラムを

主催する等，積極的に報道する努力を行っている［24］。さらに海外からの声として，自然放射

線や医療での被曝を踏まえたジェリー・トーマス・チェルノブイリ・ティシュー・バンク所長（イ

ンペリアル・カレッジ・ロンドン教授［分子病理学］）の「すぐに危険ということではない」［25］

という主張，「原子放射線の影響に関する国連科学委員会」の福島県住民の被曝量は少なく「健

康影響は出ていない」［26］という結論を伝えている。

朝日は読売と比較して原発による健康被害に関する個人の意見や主張を多く取り上げる傾向に

あるが，その具体的内容は「声」欄における子どもたちの健康についての住民の素朴な「不安」
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であった［27］。また，自主的に「母子避難」をしている母親とその家族の苦悩する姿を社会面

で大きく取り上げている。そこには福島に残る人たちへの罪悪感と闘いながら，仕事で残る夫と

離れ，ストレスや怒りを抱きながら子どもの健康のために暮らす若い母親の姿が描かれている

［28］。読売も数では朝日に及ばないながらも，一般住民の「不安」を伝えてきた。しかしその具

体的内容は「風評被害」による農家や漁業関係者の苦悩を伝えるものが多い傾向があった［29］。

2013年 2月 25日の社説においては，検査で安全を確認した上で出荷しても風評被害で買い叩か

れている福島の農産物の状況を変えるために，現行の放射能の安全基準を客観的に見直す提言を

行った［30］。それは震災瓦礫の受け入れに反対する被災地以外の自治体に見られる過剰反応へ

の対応，さらには福島の除染と避難者の帰還にも深く関わる問題であった。

3）　「美
お い
味しんぼ」騒動

福一事故から「3年目」において最も議論が沸騰したのが，いわゆる「美味しんぼ」騒動である。

2014年 4月 28日に発売された小学館の『ビッグコミックスピリッツ』に掲載された人気漫画『美

味しんぼ』（作・雁屋哲，画・花咲アキラ）「福島の真実」編 22回において，福一の取材後，主

人公の新聞記者ら登場人物が原因不明の鼻血を出したり疲労感を訴えたりする描写が大きな問題

になった。そこでは双葉町の井戸川克隆・前町長が「福島では同じ症状の人が大勢いますよ」「（そ

うした症状は）被ばくしたから」と話し，被災地のガレキ処理をした大阪の焼却場では近隣住民

の目や呼吸器に症状が出ている，と岐阜県の医師が語り，福島大学の准教授が「福島を広域に除

染して人が住めるようにするなんて，できない」と述べる場面もあった。これに対する反響につ

いて，朝日・読売両紙ともに大きく報道した。

読売新聞は 5月 15日に社会面で「不安招く描写に批判 :『美味しんぼ』問題 : 風評被害の恐れ，

住民『謝罪して』」と批判的に報じた。電話やメールで 300件の意見が寄せられた事実や，福島

県の外部被曝量では「医学的にあり得ない」とする東北大学の細井義夫教授（災害放射線医学）

の見解などを掲載した［31］。作者の反論については「（2年の取材で）すくい取った真実をあり

のままに書くことがどうして批判されなければならないのか」「（今後の回で）もっとはっきりと

したことを言っているので，鼻血ごときで騒いでいる人たちは，発狂するかも知れない」という

ブログの内容を引用し，「挑発的とも受け取れるコメントを書き込んでいる」と紹介した。さら

に 5月 19日には科学部記者の署名記事で，作品が「根拠に乏しい極論を展開する」と批判して

いる［32］。

朝日新聞は読売新聞よりも多くの紙面を割いて報道した。5月 13日に社会面で「『美味しんぼ』

の描写が波紋 : 被曝で鼻血『福島に住んではいけない』抗議相次ぐ」［33］と報じたほか，翌 17

日には社説で取り上げ［34］，18日には総合面で大きく取り扱った［35］。朝日は週刊ビッグコミッ

クスピリッツ編集部の特集において放射線との因果関係について否定と肯定の双方の意見が掲載

されたことを踏まえ，「因果関係がないという証明はない」として被曝による鼻血はありうると

した岡山大学の津田敏秀教授（疫学）の意見を掲載した。5月 22日には福島県版において，県
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内外で暮らす県出身の母親ら 5人が国会内で記者会見し，自身や子どもに「重症の鼻血や貧血が

事故後頻発している」と訴えた事実と「事実を風評の名で口封じしようとしている」という声を

報じた［36］。さらに 5月 24日には社会面において，重症の鼻血には放射線の影響の「医学的根

拠がある」とする北海道がんセンターの西尾正道名誉院長や健康被害を訴える当事者の意見を掲

載した［37］。

4）　子どもの甲状腺がん発症

福一事故によって最も懸念されているのが，大量に放出されたヨウ素 131の被曝によって引き

起こされるとされる小児甲状腺がんの増加である。1986年 4月 26日のチェルノブイリ原発事故

では当時 18歳未満だった 6,848人にがんが見つかった［38］。年月が経過するにつれて，福島の

子どもたちにも甲状腺がんの発症が増加した。福島県と福島県立医科大学が 2011年 10月から実

施してきた甲状腺検査 1～ 4巡目ならびに 2017年度から始まった 25歳時の検査を合わせると，

2019年 10月現在，対象となる事故当時 18歳以下の約 38万 5,000人の子どもたちのうち，がん

確定は 174人，がん疑いは 26人となっている［39］。通常であれば年間で 100万人に 1人ない

し 2人と言われる小児甲状腺がんがこのように数十倍の高い率で見つかっているのは原発事故が

要因ではないのか，という疑問は当然生じるだろう。

しかし，小児甲状腺がんの増加が福一事故における放射性ヨウ素の影響によるものかどうかは

専門家の間で意見が分かれている。検査では「3年目」にがんと診断される人数が増加してきた。

事故との関連を危惧する専門家はこれについて「明らかに多発」であり，発症が「原発からの距

離に比例する傾向がある」（津田敏秀・岡山大学教授）と述べている［40］。しかし，がんの発症

が事故後 4～ 5年後であったチェルノブイリの例をもとに，2年後の時点で事故の「明らかな影

響とは考えていない」（鈴木真一・福島県立医大教授）とする専門家も多かった［41］。また，日

本人は「海藻を食べるので体の中のヨウ素が足りていたからだと考えられる。だから，福島の子

どもたちに甲状腺がんが増えることはないでしょう」（中川恵一・東京大学准教授［放射線医学］）

という，チェルノブイリとは異なり日本の子どもたちは放射性ヨウ素をあまり取り込まなかった

という見解も紹介された［42］。

「4年目」以降の報道では，可能性が高いとする専門家は少数で，可能性は排除しないまでも「考

えにくい」という専門家が多数を占めてきた。小児甲状腺がんが高い率で発見されている点は，

検査が震災前とは異なり非常に網羅的に行われ，無症状の対象者も検査されるため精度が上がり，

発見率が上がる「スクリーニング効果」で説明されている。2014年 10月頃から朝日新聞福島県

版を皮切りに指摘され始めたのが「過剰診断」の問題である［43］。すなわち，発見率向上の結果，

死亡率が低く進行も遅い甲状腺がんに対し症状のない子どもにまで二次検査では甲状腺に針を刺

すなどの検査をすることで心身に過度の負担をかけているのではないかという指摘である。朝日・

読売両紙ともにこの問題について中立的に扱っているが，報道の量は地方版において朝日が大き

く読売を上回った。読売新聞は「私たちはなぜ，検査のたびに不安にならねばならないのか」と
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いう母親の声を載せ［44］，検査によってむしろ不安を助長する懸念を報じる一方，甲状腺検査

の説明会によって住民の不安が和らいでいるという調査結果を掲載している［45］。朝日新聞は

福島県版において「過剰診断」を配慮した健康調査の中止か，福島県民の要望に基づく継続か，

という点において専門家の議論を繰り返し報道してきた［46］。この議論は放射能と甲状腺がん

との因果関係を解明する上で疫学的に必要であるとする疫学者の立場も深く関係している［47］。

福一事故の健康影響を調べる県民健康調査の検討委員会は 2017年 2月 15日に中間取りまとめ案

を発表し，甲状腺検査は実施による不利益も県民に説明したうえで続ける一方で，乳幼児の採血

検査は負担が大きいとして原則的に中止することとした［48］。

「6年目」になると，甲状腺がんについての両紙の報道にはその内容において顕著な差が見ら

れるようになった。すなわち，朝日と読売が記事にする取材対象が明らかに異なってきたのであ

る。朝日新聞は「6年目」以降「3.11甲状腺がん家族の会」［49］や「被ばく者手帳を作る会」［50］

をはじめ，市民団体が発信する患者らの健康面での不安，東電・行政に対する不信・不満を伝え

ることが主になっていった。福島県版の署名記事は，多くの専門家による「原発事故の影響とは

考えにくい」という見解を批判する今中哲二京都大学原子炉実験所助教（原子力学）の話を伝え，

特定原因についてだけ「考えにくい」とすることに疑問を呈した［51］。また朝日は呼びかけ人

に元首相の小泉純一郎・細川護熙両氏も名を連ねる「甲状腺がん子ども基金」が発足したことを

2016年 9月 10日に伝えたが，読売はこれを報じなかった［52］。読売新聞は国内外の専門家に

よる見解を伝える傾向が強まった。2016年 3月 13日には，国連科学委員会の「がんの増加は見

られない」という報告を引用し，被災地において「放射線を気にするあまり」行動が制限された

り精神的ストレスが増したりすることによる運動不足や栄養の偏りなどに起因する，糖尿病など

の生活習慣病やがんのリスクがむしろ高いということを示した。また，除染が進んだことにより

外で遊ぶことが増えた子どもたちの肥満も増加に歯止めがかかったということも伝えている

［53］。4月 13日には「家族の会」が実態解明を求める要請書を送ったことについて，県民健康

調査検討委員会が「調査での検査対象が幅広いため，本来は発見されないレベルのがんが見つかっ

たとの推論を盛り込」み，それまで甲状腺切除手術を受けた 117人の中には「健康に問題はなく，

手術は不要だった人が含まれていたおそれがあるとの見解を示した」ことを報じた［54］。さら

に 8月 26日には，全数調査によるスクリーニング効果によって「多数のがんが発見され，健康

不安の一因となっている」として福島県小児科医会が検査の見直しを求める要望書を提出したこ

とを伝えた［55］。甲状腺がんは手術をしなくても健康なまま一生を過ごせることも少なくない，

すなわち命に別状はない，いわゆる「潜在がん」の存在が「過剰診断」の議論に結びついていっ

たのである。

「7年目」から「8年目」にかけて，両紙の記事は格段にその数を減らしたが，その質的相違は

さらに顕著なものとなった。朝日・読売両紙は 2018年 3月 5日に開かれた福島県の県民健康調

査検討委員会の報告を掲載し，2016年度に県内であった出産のうち早産や先天奇形・異常など
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の症例の割合が全国平均とほぼ同じ水準だったことを報じた。藤森敬也福島県立医大教授（産婦

人科学）による「原発事故の胎児への影響はおそらくない」という見解を紹介したが，朝日が藤

森氏の「震災直後に出産した方は不安が大きく，引き続き見守っていく必要がある」という発言

を引用したのに対し，読売は同氏の「11年度に出産した人は，強い不安が続いているようだ。

継続的な相談体制が必要だ」という言を引いて，やや異なるニュアンスを示した（下線筆者）［56］。

朝日新聞は 2017年 12月 8日，甲状腺がん手術を受けた人に実施されたアンケート結果を報じ，

回答した 52人のうちの 8割が将来に不安を抱いていることを伝えた。そこでは検査見直し・縮

小への批判を示すかのように「拡充した方が良い」と「このままでよい」が合計で約 9割を占め

た一方，「縮小したほうが良い」との回答はなかったと伝えた［57］。朝日は従来通り専門家の多

くががんへの放射線の影響は「考えにくい」としている点を報じながらも，段階的な住宅提供の

打ち切りなどを政府が進める一方で避難生活を続けざるを得ない人たちの生活不安の問題を伝え

続けている［58］。読売新聞は 2017年 3月 16日に早野龍五・東京大学教授（原子核物理学）の「健

康影響ない」と断ずる最終講義を伝え［59］，放射線の影響についてそれまで「考えにくい」と

報じてきた姿勢から「ない」という認識に基づく報道に変化した。2018年 2月 11日には東京都

内で開かれたパネルディスカッションにおいて早野教授が「非常に低い被曝量のため影響はない

と専門家が口をそろえている」と述べたことを記し［60］，12月 12日には影響は「考えられない」

とする福島県立医大の立場を報じた［61］。同時に，住民帰還が進んでいる背景から住民や避難者，

がん患者の相談は放射線以外の生活関連のものが増加していること［62］，福島県の住民の平均

余命推計によると，福一事故の被曝で失われる平均余命が糖尿病により失われる平均余命のわず

か 3～ 4.8%であることなどが示された［63］。

最後に，読売が伝えず，朝日が伝えた記事で特筆すべきは，国が前年秋に発行した小中高校生

向けの「放射線副読本」への批判を掲載した 2019年 2月 7日の記事であった。扱いは地方版で

小さいながらも，静岡市の市民団体「公平な放射線教育を考える会＠しずおか」が市議会に提出

した陳情書の内容で，「小児甲状腺がんが発症していることに言及がない」と指摘しているもの

である［64］。この副読本は 2014年に発行された初版の改訂版で，子どもの被曝感受性について

の説明が削除されるなど「事故の影響を小さく見せる意図がある」と研究者の論文によって厳し

く批判されているものである［65］。

V.　結　　　　　論

以上の考察から得られた結論は次のとおりである。

定量的な側面については， 8年を通して朝日新聞の件数がやや上回った。両紙ともに記事数全

体の 5～6割が「1年目」に集中しており，「2年目」には大幅に減少，「3年目」以降はほぼ横ば

いで推移し，「8年目」では両紙とも年間で 20件程度の記事数となっている。両紙に共通する傾
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向として，時期が経過するにつれて全国規模で取り上げられる記事数は減少し，その地域の読者

の関心に合わせた地域性のある記事が中心になっていった。記事の種類では読売新聞の「報道記

事」は 5～7割程度で推移しているが，「6年目」以降は 8割を超えており，解説や特集，コラム・

オピニオン等の内容はわずかな件数しかみられなかった。朝日新聞の「6年目」以降では「報道

記事」が 6～7割と最も多く，次いで「特集記事」も 2～3割程度で推移しており，「報道記事」

と「特集記事」が約 9割を占めていた。5年間の分析［4］では，朝日新聞の方が読売新聞より「コ

ラム・オピニオン」に分類される記事の割合が高いことを指摘した。8年間を通して「コラム・

オピニオン」がわずかしかみられない読売新聞と比較すると，朝日新聞では「4年目」には 19

件（18.3%）と 2割近くを占めた。朝日新聞は「6年目」以降，原発事故による健康被害に関す

る個人の意見や主張等を取り上げる「コラム・オピニオン」に分類される記事は減り，事実報道

や震災から節目の時期にみられる連載，個人の体験を含めた特集記事が中心になってきた。

質的・定性的な側面について両紙の報道姿勢には「1年目」からわずかな差異が見られた。読

売新聞は地域住民とともに事故対応に携わる作業員の健康被害について言及することも多かった

が，原子力発電推進の立場を変えていない同紙はその文脈の中に，地域の健康被害は軽微であり

日本社会全体の復興と経済発展を見据え現在停止中の国内の原発再稼働や原子力発電事業の継続

を目指す，という意図があるのではないかと考えられる点があった。朝日新聞は読売と比較して

社会全体の復興に関わる健康面よりもむしろ健康へ不安を訴える一人ひとり個人の声を取り上げ

ることが多く見られた。「2年目」以降は両紙の特徴が表れる結果となった。朝日新聞は幼い子

を持つ母親，子どもを預かる学校教員の声を取り上げ，健康影響への素朴な「不安」を取り上げ

る傾向があり，そして原発作業員の被曝隠し問題への取り組みは顕著であった。これに対し，読

売新聞は専門家や解説委員による解説を通じ，被曝の問題に対する正しい理解をもとに経済的に

被災地復興に向けて進む方向性を示す姿勢を読み取ることができた。風評被害に悩む農業従事者

の「不安」を和らげ，被災地の早期の復興につなげたいという姿勢は，2013年 9月に開催が決まっ

た 2020年東京オリンピック・パラリンピックを含む日本社会全体の経済発展を目指す現状と軌

を一にする。「4年目」以降，読売新聞が低線量被曝について過度の不安を持つことに対して否

定的な記事が目立ち，これを早期に克服して住民の帰還を促進し，地域の復興・再生へ日本全体

で取り組んで行くべきとする姿勢がより鮮明になった。朝日新聞は，被曝の健康影響についてこ

れを楽観視する見解と警戒する見解とを両論併記し，社としての立場を表明することはなかった。

「7年目」からは両紙ともに記事の数を著しく減らしている反面，その取り上げる内容にはそれ

までの傾向を加速させる明らかな相違が見られた。朝日は健康不安を訴える「個人」に寄り添う

記事が多くを占める一方で，読売はむしろストレス等による生活習慣病等のリスクを報道した。

放射線による健康不安を感じる必要は「ない」とする専門家の声を多く取り上げ，これを浸透さ

せる「体制」を整えることを推進した。読売がこのように踏み込んだ議論を行う背景には，震災

後も原発維持・推進の立場と無関係ではないと推察できる。朝日新聞は社として「脱原発」を表
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明しているが，健康被害に関するこれまでの報道との関連性を強く結びつけるものではなかった。

VI.　お　わ　り　に

東日本大震災から 9年が経過しようとしている。災害列島とも言われる日本では，地震・台風・

豪雨・猛暑と，それ以降も毎年度重なる災害に見舞われている。過去の災害は新たな災害に上書

きされ，忘れ去られてしまいそうになる。しかし，本稿のテーマである，長期的な視野が必要不

可欠である福一事故による放射能汚染と住民の健康被害の問題については，未だにわかっていな

いことが多い。こうした「わからない」ことが様々な形の分断や差別を生み，人々を苦しめてい

るのである［66］。今後も当時 18歳以下の子どもたちの健康状態についての監視を慎重に続けて

いく必要がある。

最後に，ここで指摘するのは数ある例の一つに過ぎないが，両紙が取り上げなかった情報につ

いても言及しておきたい。反核医師として知られ，1985年にノーベル平和賞を受賞した核戦争

防止国際医師会議（IPPNW）の共同代表であり 2017年にノーベル平和賞を受賞した核兵器廃絶

国際キャンペーン（ICAN）創設者の一人でもあるメルボルン大学ティルマン・ラフ准教授（医学）

は 2012年 8月 30日朝日新聞で「日本国内で権威ある専門家や学校教材が低線量被曝の危険性を

軽視する誤った情報を流している」と指摘したことが報じられた。しかし，その後も一貫して低

線量被曝の危険性について発言してきたにもかかわらず，これ以来彼の主張が両紙に取り上げら

れることはなかった。最新刊の著書でもラフ氏はイギリスやドイツでの大規模調査の結果，原発

周辺に住む子どもたちに小児白血病が多発している新事実や，子どもと女性が放射線への感受性

が高く危険なことなど，重要な指摘を繰り返し行ってきているにもかかわらず，である［67］。

昨今のソーシャルメディアの急速な発達により，情報の発信者が急増し多様化したことで，情

報爆発とも呼ばれる現象もしばしば起きている。インターネット上の情報は玉石混交であり，信

頼できる情報とフェイクニュースが混在している。そうした状況において，マスメディアの中で

も情報の信頼性が高く，世論形成に影響力を持つ新聞の果たす役割は特に大きい。しかし本研究

によって，その最王手である朝日・読売両紙に原発事故の影響という重大な問題に対する報道に

おいてかくも相違があるということが明らかになった。情報の受け手である私たちは様々なメ

ディアからの大量の情報に振り回されることなく，これを取捨選択した上で的確に処理し，行動

に役立てていかなくてはならない。主体性をもって判断することができる能力，メディアリテラ

シーを身に付けていくことが何よりも重要である。そして私たちは低線量被曝の健康影響につい

ていかにして正しく理解し，行動することができるのか。医療現場では常識とも言える「起こり

うる最悪の事態を想定し備えよ」という言葉の通り，信頼できる情報を元に慎重に行動すること，

具体的には子どもや妊産婦など放射線被曝への健康リスクが高い人々をはじめとする私たち人間

や生物を，極めて有害な放射性物質から可能な限り遠ざける努力を続けることが不可欠である。
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